The Case Study of Instructional Reform and Organizational Support by Collaborating with Graduate School Students in Higher Education by 岩﨑 千晶 & Iwasaki Chiaki
活動報告　大学院生スタッフと共同した授業支援の
実践とその手立てに関する考察
著者 岩? 千晶
雑誌名 関西大学高等教育研究
巻 2
ページ 9-19
発行年 2011-06-30
その他のタイトル The Case Study of Instructional Reform and
Organizational Support by Collaborating with
Graduate School Students in Higher Education
URL http://hdl.handle.net/10112/9759
1 
活動報告 
 
大学院生スタッフと共同した授業支援の実践とその手立てに関する考察 
The Case Study of Instructional Reform and Organizational Support 
by Collaborating with Graduate School Students in Higher Education 
 
 
岩 﨑 千 晶 
 
 
    ＜キーワード＞  授業支援，教員支援，FD，市場モデル，コミュニティモデル 
 
１．はじめに 
高等教育を取り巻く環境が大きく変わったことに伴い、学生の質が変化してきた。1950 年代におけ
る日本の高等教育への進学率は 10％程度で、極めて学力の高い学生のみが進学していた。この時代は、
学生の学習意欲が高く、学力の高い少数の学生だけが大学に進学していたために、学力差は問題にな
らなった。しかし、経済状況が向上してきたことに伴い、2005 年には大学進学率が 50％を超え、2007
年には 52.8％にまで上昇した（文部科学省, 2008）。Trow（1976）は進学率により大学の特徴を三つ
に分類し（エリート型、マス型、ユニバーサル型）それぞれの類型の特徴を整理している。この類型
によると、進学率が 50％を超えた現在の日本はユニバーサル型にあてはまる。 
ユニバーサル型に移行した大学では、大学進学を義務と感じる学生が増え、学生の学習への動機づ
けが問題となると Trow（1976）は指摘する。加えて、進学率が高まったことによる学力の低下も問
題視されるようになる（豊田, 2007）。つまり、大学で学ぶための十分な学力を持たない学生や学習意
欲に欠ける学生が増加し、学生の学力や動機づけに大きな差が生まれるようになった。そのため、こ
れまでマス型の大学で行ってきたような大教室における一方向的な講義だけでは、大学として学生に
十分な学力を身につけさせることが困難になり、教員は新たな教育方法を模索せざるを得ない状況を
迎えた（田中, 2003）。大学はこれらの課題に対して、ユニバーサル型の大学教育に転換を図ろうと、
学習者や教員を支援するための取り組みを行い始めた。例えば、初年次教育、少人数クラスの導入、
TA（Teaching Assistant、以下 TA）や SA（Student Assistant、以下 SA）を活用した授業などの学
習者支援があげられる。また、公開授業、授業評価アンケートの取り組みが実質化されるようになり、
教員が授業を改善しやすいような教員支援のための手立てを大学が組織的に講ずるようになった。  
そして、大学設置基準の大綱化以降、教員が授業を改善するための支援を担うセンターを設立し始
める大学が旧国立大学を中心に出てきた（山内, 2002）。その後、大規模私立大学においても、同様の
センターが設立され始めた。センターの設立趣旨は各大学によって異なっているが、京都大学の高等
教育研究開発推進センターは、学内の授業を対象にした授業改善を支える活動をするだけでなく、日
本や世界の高等教育研究の動向に着目し、高等教育研究を推進している。徳島大学の大学開放実践セ
ンターでは、学内の教員研修を実施したり、新任教員に対して個別の授業コンサルテーションを実施
したりするなど学内向けの活動や四国の大学連携をすすめている（神藤, 2008）。私立大学では、立命
館大学のように私立大学の連携事業に取り組む大学はあるものの、多くのセンターは学内向けの活動
を主軸としている。 
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関西大学においても、2000 年に全学共通教育推進機構が設置され、2008 年には組織的な発展によ
る改編に伴い、教育推進部が設置された。そして、その下位組織として、授業評価部門、FD 部門の
機能強化を図るため、教育開発支援センターが設置された（池田, 2009）。教育開発支援センターでは、
専任教員、職員に加えて、教育心理学や教育工学を専攻する大学院生を AS（Advisory Staff）として
雇用している。こうした組織における構成員は、教員と職員が中心となっているが、本学では、大学
院生を AS として導入し、共に教育支援に関する活動を実践している点に特色があるといえる。それ
は、本学の教育開発支援センターが、関西大学の学是である「学の実化」に基づく教育を支援するた
めの FD 活動を行っており、教育の質の維持・向上の土台となる教員・職員・学生のチームワークを
培うことを FD 活動の原点としているからである。本稿では、関西大学教育開発支援センターにおい
て、教員へのインタビュー調査や個別相談に応じている AS の活動内容を事例として報告することで、
学生と共同して、授業支援の取り組みを実践する際の手立てや留意点について議論したい。 
 
２．学生と共同した教育改善の取り組みにおける効果と課題 
 大学の教育改革の取り組みは、マクロレベル、ミドルレベル、ミクロレベルに分類することができ
る（国立教育政策研究所, 2009）。マクロレベルは、組織の教育環境、教育制度に関する取り組みにあ
たり、ミドルレベルはカリキュラムの編成を扱う。そして、ミクロレベルは、個別の授業改善を指し
ている。こうした取り組みの中で、学生と共同した教育改善の取り組みが盛んに行われつつあるのは、
ミクロレベルにおける活動である。 
ミクロレベルにおける学生と共同した取り組みは、大きく 3 つに分けられる。まず、①「大学院生
や学部生が TA や SA として、教員の指導の下、個別の授業改善を目指すことで、学部教育の充実を
目指す取り組み」である。たとえば、講義内におけるグループワークを円滑に進めるためのファシリ
テータとしての役割を TA が担ったり、学生の個別化学習を実践するための各学生の補助などに携わ
ったりするなどである（小笠原, 2006）。TA 制度が各大学で導入され始めた当初は、情報処理実習、
実験、語学が中心となっていたが、次第に講義型授業においても TA が活用されるようになり、現在
では幅広い科目において TA 利用が見受けられ、TA の効果が認識されている。 
次に、②「学生参画型授業のように、受講生が教員と共に授業デザインや授業計画を検討する取り
組み」である。たとえば、岡山大学では、全学部の共通科目において、学生から授業のテーマを募集
し、そのアイデアをもとに学内での協議をすすめ、担当教員を募り、授業を実践する取り組みが行わ
れている（読売 ONLINE）。本学においても、2011 年度より全学共通教育科目「知の跳躍」において、
学生提案科目「プロフェッショナルのまなざし～マナビヲマナブ。～」、「それいけ関大生！～共に生
きる4つの力～」が開講されている。いずれも学生委員が提案した科目である。 
また、受講生が当該授業の運営を支援する取り組みもある。関西大学商学部においては、長谷川
（2010）が、受講生が授業に出席するのみならず、その企画、準備、評価においても受講生が主体的
に授業に関わる試みを行っている。この授業では、運営委員と称される受講生らが、教員や当該科目
を履修済みである先輩の学生から助言を得ながら、授業後に授業の要点や感想が書かれたシートを参
照し、授業の評価すべき点や課題について意見交換をする。また、運営委員が次回の授業案に対して、
教員と意見を交換することで、教員は受講生である運営委員の声を活かした授業デザインを再構成し
ている。こうした授業を実践することで、学生たちの授業に対する当事者意識を育み、自ら学ぶ学生を
生み出すことができたとその効果が指摘されている。 
最後に、③「ライティングセンターや ITセンターなどにおける相談員として個別学習を支える取り組み」
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である。これは、各授業における教育改善に介入していないが、学生が TA や SA として授業や学生の
学習を補助的に支える取り組みである。たとえば、江戸川大学では、情報技術に長けている学生が、
新入生やパソコンが不得意な学生の相談に応じ、ときには教員の授業や教材作成を支援している（市
川, 2003）。関西大学の文学部における「卒論ラボ（ライティングセンター）」においても、大学院生
が TA として卒業論文やレポートのライティングの指導や助言にあたっている（関西大学文学部, 
2010）。 
以上のような取り組みからは、学生が、TA、SA、学生運営委員として、個別の授業改善や個々の
学生の学習を支えていることが示され、学生がミクロレベルにおける教育改革に寄与していることが
わかる。特に TA に関しては、1991 年の大学審議会の答申において、教員の教育活動を補助し、学生
に対するきめ細かな指導を行うために、TA の積極的な活用が期待されると提言されており、教育現
場からの要望に加えて、文部科学省による補助金制度が、ミクロレベルにおける学生の参加を促した
背景があるといえよう。 
一方、マクロレベル、ミドルレベルにおいて教育改革を進めていく構成員は、教職員が主軸となる
ケースが多く、学生が教職員と共同して、教育改善に取り組む事例はまだ十分とはいえない。特にミ
ドルレベルの取り組みに関しては、学生科目提案のような形で授業デザインに取り組む例はあるが、
カリキュラムの改編に関しては、教職員ですすめられる場合がほとんどである。 
しかし、マクロレベルにおいて、学生と共同した取り組みが行われつつある。数少ない事例におい
ても先駆的な取り組みを行っている岡山大学では、2001 年より学生参画型の教育改善を推進し、学生
委員と教職員が関わった学生教職員教育改善委員会を組織している。この委員会では、授業改善、シ
ステム改善、学生交流などのワーキンググループを構成し、教育改善に取り組んでいる（橋本, 2006）。
授業改善ワーキンググループでは、先程紹介した学生提案科目の実現や中間授業評価アンケートの実
現を提言するなど、授業改善に関して学生が提言をしている。システム改善ワーキンググループでは、
老朽化した施設の調査を実施する物理的な学習環境や、履修科目登録数の上限を決めるなど修学上の
制度の改善を目指している。また、学生交流ワーキンググループでは、大学の授業改善に関心を持つ
全国の学生の交流イベントを企画、運営したり、新入生の履修相談等にあたっている（橋本, 2002）。 
こうした活動は、学生が考える課題をもとに、教職員が共同して課題解決の方向性を探り、全学的
な教育システムの改善へと結び付けていくと言うミクロレベルからマクロレベルの活動へとつなぐ役
割を担っている。ミクロレベルにおける教育改革の意義は高いが、今後は、ミクロレベルの活動をも
とに、全学的な教育環境を整えるためにマクロレベルの活動改善へと導いていくプロセスを形成する
必要がある。しかし、岡山大学のようにマクロレベルでの学生の活動事例は実践されつつあるが、大
学が学生と共同して、教育改善に取り組む際にどのような手立てを講ずればよいのかについては十分
議論がされていないことが課題であるといえる。  
 
３．高等教育の教育改善に対する枠組み 
 高等教育における教育改善の取り組みに対しては、これまでにいくつかの枠組みが提示されている。
久保田（2003）は、市場モデルとコミュニティモデルという枠組みからその取り組みを分析している。
市場モデルでは、大学を取り巻く状況を市場として、学生を顧客と捉える。そのため、大学は質の高
い教育をサービスとして、顧客である学生に提供する必要がある。教員は、顧客のニーズにこたえる
ために、質の高い教育を提供するための教授力を磨くための努力が必要となる。しかし、久保田（2003）
は、教授力を向上させるためには研修を実施することが重要であるとみなされる点、学生の関わりが
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考慮されていない点、大学は企業と異なる組織体であるために、提供するサービスも質が異なる点を
覆い隠してしまう点などを、市場モデルの課題として指摘している。そして、これらの課題を解決す
る方法として、コミュニティモデルを提案している。コミュニティモデルでは、教員同士で目標を共
有し、一体となった取り組みを推進していくことを重視する。教員同士が、あるテーマに対して、そ
れぞれの意見を提示し、相互的に交流を深め、テーマに対する解決策を導いていくモデルである。こ
の過程には、教員のみならず、職員、学生も参加することが望ましいとしている。 
この市場モデルとコミュニティモデルは、松下（2011）によるスタンダードアプローチ、生成アプ
ローチと似通っている部分がある。スタンダードアプローチでは、新任教員研修のための基準枠組み
や FD マップなど、ある基準枠組みを提示し、そのプログラムを修了することで、資格を認定すると
いう考え方である。そのため、専門家が基準枠組みに沿って立案した研修プログラムを教員に提供す
るスタイルで行われる。市場モデルにあてはめると、教員が質の高いサービスを学生に提供するため
に、大学が一定の枠組み基づいた能力を基準化し、その能力を育成するために教員に対して研修を実
施することとなる。生成アプローチは、教員同士がお互いに日常的に実施している授業を改善するこ
とから教育改善を目指すスタイルである。教員同士のネットワーク形成を促したり、日常的な授業実
践に対して意見交換をすることを重視したり、こうした取り組みを促す場やツールを提供する活動が
行われる。具体的には、SoTL( Scholarship of Teaching and Learning)や相互研修などがそれにあた
る。このアプローチは、教員同士の相互性を重視しており、コミュニティモデルに近い考え方である
といえる。 
しかし、これらのモデルやアプローチは教員主体で論じられており、ここに学生がどう関わること
ができるのかに関する議論は十分に蓄積されていない。そこで、本節では、市場モデル、コミュニテ
ィモデルの枠組みを取り上げ、AS の事例を基に学生の関わりを検討し、高等教育における教育改善
に対する学生の関わり方について提案を述べる。 
 
４．ASによるミクロレベルからマクロレベルにおける教育改善へとつなぐ取り組み 
本稿では、AS が活動を始めた 2006 年 9 月から 2009 年 3 月の創設期における取り組み事例を分析
考察することから、高等教育において学生と共同したマクロレベルにおける教育改善を実践する際の
手立てについて検討する。その結果をもとに、ミクロレベルの活動をマクロレベルの活動へとつなぐ
際に考慮すべき点について提案をする。 
具体的には、①個別の事例をもとに全学的に教育改善活動を普及させる手立てについて考え、次に、
②大学教育における教育改革をメタファとして捉えた、市場モデルとコミュニティモデルを取り上げ、
各モデルにおける学生の役割に対して考察を加えながら、学生が所属する組織や教職員が学生と共同
した活動を進めていく際の手立てに関して検討する。 
本稿で取り上げる AS は、教育工学、教育心理学等を専攻する 3 名程度の大学院生を中心として構
成されている。AS は個別の授業に対する改善策を担当教員と共に検討するなどミクロレベルでの授
業支援の取り組みを行ったり、教員へインタビューを実施し、その声を全学的な教育改善に活かした
りするミクロレベルからマクロレベルの教育改革へと導くプロセスを支える活動を担っている。 AS
は、2006 年秋学期より教務センター授業支援グループにおいて活動を始めた。当時は、専任教員は所
属しておらず、教育工学を専攻する特別顧問と職員で構成されていた。現在は、専任教員が 4 名所属
しているために、AS の置かれている状況は異なるものの、創設時の AS の活動を振り返ることは学生
と共同した教育改善に取り組む土台をどうつくりあげてきたのかを知るために有益であると考える。 
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事例１ LMSの活用方法調査によるLMS機能の充実 
AS は全学的に導入された LMS(Learning Management System)である CEAS の機能改善や効果
的な利用方法を抽出するため、CEAS を活用している教員 20 名にインタビュー調査を実施した。 
CEAS を頻繁に活用している教員の中から、関西大学で CEAS の利用報告書を提出していた教員を選
出し、調査協力を得た教員を対象とした。教員は文系・理系を交え、米文学研究、西洋古代・中世哲
学、心理学講読演習、会計制度論、都市計画学、建築構造力学、プログラミング技法、ロボット工学
などさまざまな科目を担当していた。また実習や講義、多人数講義や少人数講義など受講生数など偏
りがないよう配慮し、大学での講義全般を取り入れるようにした。このインタビュー結果をもとに、
教員の LMS 活用方法をいくつかの類型に分類し、各類型に適した効果的な利用方法や機能の改善を
明らかにしようとした。分類指標としては、Silver（2007）、田中（1999）を参考に、教員への知識
観と科目特性を取り上げた。 
その結果、教員の LMS 活用は①知識構成型、②知識伝達型、③混成型の 3 つの類型に分けられ、
類型ごとに LMS の活用方法が異なり、求められる機能や支援に特徴があることを確認した。知識構
成型は、多様な解釈を重視する科目群に多く、教員は、知識は構成されるものであると考えていた。
この類型では、学生の学習観を変容させる意識付けを重視した授業デザイン、学生の学びを支援する
機能、教員と共同して授業をする TA の必要性が見受けられた。知識伝達型は、明確に定義された概
念を学ぶ科目特性に多く、教員は、知識とは伝達することで得られるものと考えていた。この類型で
は、学習の履歴や他の学習者の参加度を確認できる機能、社会で求められる力と基礎的な科目の関係
性を意識した授業課題の提示、授業で理解できない課題を抱える学生を支援する TA の必要性を指摘
した。混成型は、知識は構成されるものであると教員が考えているものの、明確に定義された概念を
学ぶ科目特性をもっていた。この類型では、教員と学生との個別のやり取りを全体的に展開すること、
学生同士のやり取りを試行的に授業に取り入れることを示唆した。 
AS はこの結果を CEAS の開発グループに提供し、CEAS は新たに投稿管理ができる BBS 機能や
Wiki の機能を備えることになった（水上, 2008）。その結果、知識構成型の知識観を重視する教員は
BBS 機能を活用した授業を実践することができるようになった。AS が、教員が個別に抱えていた課
題を収集し、その結果を教員や職員らと共有することで、新たなシステム機能を追加することができ
た例であったと言える。提案した機能はすべて対応できたわけではないが、引き続き、システム要件
として検討されている。 
 
事例2 個別相談による学習実践モデルの開発と展開 
AS は教員から授業改善に関わる個別相談にも応じている。教員 A は、マーケティングに関する講
義（受講生数 430 名程度）を担当していた。この講義は受講生数が多く、教員 A はゼミで実施してい
るような学習者同士のやり取りを導入できないことに課題を感じていた。そこで教員 A と AS は、多
人数講義においても学習者とのやり取りを促す方法について共に検討することになった。教員 A と
AS は、授業の様子や授業で重視する点について意見を交換した。その結果を踏まえて、AS は同様の
課題を解決していた他の教員の学習実践モデルをこの授業で活用することを提案した。その提案をも
とに教員 A と AS は授業デザインをより具体的に検討していった。 
このモデルは、教育工学や学習科学を専門する教員 B が担当するメディア表現について学ぶ科目に
おいて開発された（表 1 参照）。他の教員に活用してもらうために、支援の部分を明確に示したこと
－13－
6 
がモデルの特徴である。授業では、TA を導入し BBS 機能を用いて学習者同士のやり取りを促すこと
を目的とした。なぜなら多人数講義の場合、学生同士のやり取りを授業時間内に取り入れることは難
しい現状がある。たとえ、取り入れても学生は自分の意見を即座にまとめられず、深いレベルでの意
見交換が困難な場合がある。そこで BBS を活用して、授業外に学生が自分のペースで投稿をし、学
生同士が意見を共有する場を設けた。TA の役割は学生の BBS における意見交換の利用促進である。 
 
＜表１ 学習実践モデル＞ 
授業準備の支援 ①教員は、AS と授業で抱える課題を共有する 
②教員は、AS による課題解決のための提案をもとに、授業デザインやその実践に
ついて具体的に検討する 
③AS は、教員に BBS の設定やその操作方法を伝える 
授業実践 ④毎授業後、教員と TA は議題を考え、BBS に投稿する 
⑤受講生は議題に基づいて意見を投稿したり、他者の意見を閲覧したりする 
⑥TA が特徴的な意見を取り上げ、PPT にまとめ、それを教員と協議する 
⑦次の授業冒頭に TA が PPT を解説し、教員が補足する形で次の授業につなげて
いく 
授業実践中 
授業後の支援 
⑧AS は授業の参与観察をする。課題が生じた際は、教員、TA と協議する 
⑨AS が教員と協議の上、授業の効果を測定するため受講生にアンケートやインタ
ビューを実施する 
⑩教員、TA、AS で授業のふりかえりをする 
 
授業後に行った学生へのアンケートの結果、回答者の 82％が「BBS で他学生の意見を読むことは、
自分の考えをふりかえる機会につながる」と答え、授業モデルの効果が示された。学生の投稿意見か
らも、授業で取り上げた理論を日常的な消費活動におきかえ、理論と実践の結びつきを考える機会に
なっていることや、１つのテーマに複数の学生の意見が投稿されることで、多様な見方や解釈を生む
きっかけとなっていることが示された。教員 A も学生の意見を閲覧することで、これまでの授業では
把握できていなかった学生の理解度を把握し、それに応じて授業内容や質問の仕方を変えてみるなど
して授業スタイルを変容させていった。  
この実践では、教員 B によるモデルを活用したが、教員 A は、AS が提案したモデルを自分の授業
に合う形に適宜修正しながら授業を進めていた。たとえば教員 B の授業は映像に対する多様な見方、
解釈を重視しており、学生に模範解答のような意見を要求していなかった。そのため TA には学生の
意見をまとめて紹介することを依頼していた。しかし、教員 A の担当科目では、市場を分析する際に
明確に定義された概念や理論を学んだ上で、その理論をもとに実際の事例を分析する必要がある。そ
のため、教員 A は学生の多様な意見を提示するとともに、学生の意見では深まりに欠ける部分を補う
ために、学生に模範解答を提示したいと考えるようになった。そこで教員 A は TA に対して学生意見
のまとめに加えて、TA 自身の意見を提示するよう指示した。このようにして、教員 A は TA の意見
を模範解答として活用することで、学生同士の意見交換を深めていった。こうしたモデルの活用は授
業の画一化を促すという批判もあるが、教員 A が授業に適した形でモデルの修正をし、授業をしてい
た。教員 A の実践からは、授業改善を検討する際に利用した学習実践モデルに一定の効果があったこ
とが示された。 
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事例3 教員対象のインタビュー調査による初年次教育へのSA活用 
AS は、教員が授業で抱える問題やニーズを把握するため、学内の教員 21 名にインタビューを行っ
た。その結果、初年次教育を担当する教員から「グループワークや意見交換を円滑に進めるために SA
を活用できないか」と相談を受けた。教員の意見をもとに、教職員で授業における SA 利用について
検討を始めることになった。SA に関しては、当該科目を履修済の学生を教員から推薦してもらい、
その学生を SA として授業に導入することを試みた。 
SA を授業で効果的に活用するためには、教員が SA の利用方法について検討する必要がある。しか
し、これまで SA を活用した事例がないために具体的に SA にどのような活動ができるのかを教員ら
に伝える必要があった。そこで、AS は当該科目の教科書やシラバスをもとに、SA が支援できる内容
をメニュー化するなどして教員が SA を利用しやすいように配慮した。また、授業後は、 SA による
学習者への教育効果を明らかにするために、教員と SA へのインタビュー調査や受講生にアンケート
調査を行った。その結果、教員からは「学生の様子など、教員では分からないことを SA が答えてく
れ助かった」など SA の介入により学生との距離が縮まったという効果が指摘された。SA からは SA
活動が授業の改善につながっていると実感でき、モチベーションが上がったことや、授業を客観的に
見ることで SA 自身も学ぶことができたなど、SA にとっての効果も示唆された。 
本取り組みを始めた当初は 5 クラスでの実践であったが、その後、この取り組みをより普及させる
ため、2009 年度に教育開発支援センターが大学教育推進プログラム（GP）「三者協働型アクティブ・
ラーニングの展開」（代表三浦真琴）を獲得し、SA という呼称を改め、新たに LA（Learning Assistant）
と名付けて、全学共通教育科目の初年次教育である「スタディスキルゼミ」において LA を導入した
授業を実践することとなった。現在、LA を活用しているクラス数は 30 クラスほどあり、より多くの
教員が LA を利用し、授業改善に役立っている（関西大学教育開発支援センター, 2010）。 
 
５．マクロレベルにおいて学生と共同した授業改善を実践するための手立てと留意点 
5.1 教員の知識観や科目特性を考慮した取り組み 
ミクロレベルである個別の事例をもとに、マクロレベルである全学的に教育改善を普及させる手立
てについて考える。まず事例 1 で取り上げた LMS の活用方法に関しては、知識は構成されると考え
る知識構成型の教員は、学生が自ら発言したり、学生同士で意見を交換したりしながら、自らの考え
を批判的にふりかえる機会を重視していた。そのため、BBS を複数設置できる機能や学生の閲覧数や
投稿数を評価できる機能が求められていることが指摘された。この事例からは、教員自身の知識観や
科目の特性が CEAS の利用方法に影響を及ぼしていることが示唆された。 
また事例 2 においては、教員 A、B は、教育には学生の多様な解釈が重要であり、なおかつ学習の
鍵を握るのは学生自身であると考えており、教員らの知識観、科目特性はある程度共通していた。そ
のため、学習者同士のやり取りを通して、多様な視点の獲得を促す教員 B の授業で実践されていた学
習実践モデルを取り入れ、効果をあげることができたと考えられる。この取り組みが成果を上げた背
景には、教員 A と AS が意見を交換する機会を持ち、教員 A の知識観や科目特性等について十分理解
をしたうえで、学習実践モデルを提案、合意したことが影響しているといえよう。  
つまり、事例 1 のように、汎用的なニーズを反映させた CEAS の機能を開発する際や、事例 2 のよ
うにある個別の授業における事例を他の授業に転移させて活用する際には、ある指標に基づき、授業
実践をいくつかのカテゴリーに分類することが有用であることが示された。AS の事例分析からは、
－15－
8 
教員が考える知識観や科目特性を十分留意する必要があるといえる。  
以上のことからは、個別の授業改善に取り組む際や新しい制度や機能を開発する際などミクロレベ
ルからマクロレベルへとつなぐ活動を進めるには、教員がどのような知識観を保有しているのか、科
目特性との整合性も検討しながら、教員の抱える課題解決に適した授業モデルを適宜修正しながら活
用することで、課題を解決していくことが求められるといえよう。AS には今後も教員が抱えている
課題の共通点を探り、それを解決するためのモデルを蓄積していく必要があると考えられる。 
 
5.2 コミュニティモデル生成に向けた取り組み  
大学教育における教育改革をメタファとして捉えた、市場モデルとコミュニティモデルを取り上げ、
各モデルにおける学生の役割を検討する。まず市場モデルでは、学生によりよいサービスを提供する
ために教員が育成すべき教授力を基準化している。そのため、学生は、その基準化された枠組みに基
づいた、つまりは所属組織の指示に基づいた活動内容に沿った支援をする。AS で例えるなら、AS が
所属する組織が実施する研修などを補助する活動などがあげられるであろう。つまり、AS が取り組
む問題やその解決方法は明示化されており、AS は所属組織の教職員によって指示された業務内容に
従事する。そのため、AS は決められた時間内で業務に従事することになり、勤務時間外の活動は推
奨されず、組織により管理や制御された形で、業務に取り組むという姿勢を持つことになる。所属組
織の教職員との関係性は、学生によりよいサービスを提供するため、教職員から依頼された活動をこ
なすアシスタントのような関わりであると言える。 
 一方、コミュニティモデルにおける学生の活動内容は、所属組織の教職員や学部教員から与えられ
た大きなテーマや問題設定の中から、自らの問題意識や関心に基づき活動を提案したり、共に検討し
たりすることで決められる。なぜなら、コミュニティモデルでは、ある組織が問題の所在を一方的に
決めるのではなく、教員と共に問題を見つけたり、問題を焦点化させたりするからである。そして、
問題を焦点化できると、次はその解決方法を共に考えていくことになる。つまり、学生は、業務内容
の明確な指示や業務に対する制御や管理を基に活動するのではなく、教職員との信頼関係のもと、自
主性に基づく責任感、使命感により業務に取り組むことになる。そのため、教員と学生との関係性は、
共に問題を探り、解決していくというコミュニティのメンバーとして関わりを持つことになる。 
 AS は、事例 1、3 に関しては、所属組織の教職員から CEAS の機能についての調査や教員の抱え
る課題やニーズを明らかにするなどの大きなテーマの問題設定を基にして、インタビューを実施する
ことから、その課題を焦点化させていき、自らの問題意識のもと、CEAS の機能を抽出したり、SA
の初年次教育における活用方法を抽出したりするなど、教員が抱える問題を基にして、新たな提案を
示す形で活動をしていた。また、事例 2 では教員と共同して授業のデザインをし、授業にも参加し、
そのデザインを効果的に実践できるように教員との意見交換を重ねていた。こうした活動はコミュニ
ティモデルに近いスタイルであったと言える。 
 しかし、コミュニティモデルにおける学生の活動は、市場モデルと異なり、大学組織の中に位置づ
ける際に困難が生じる場合がある。AS の活動で例えると、市場モデルでは、AS の業務内容の明確化
や指示は所属組織の教職員から提示される。また、勤務時間も含めた職務管理は、業務が明確化して
いるため容易であり、大学の勤務管理システムとの親和性が高い。一方、コミュニティモデルでは、 AS
の業務内容は、教員が共に問題の焦点化を目指すため、業務に携わる当初から問題の所在が明らかに
なっていない場合がある。また、自らの問題意識や関心に基づいた事柄に取り組むために、調査を自
らの学習と捉えるのか、業務と捉えるのかの切り分けが難しい場合がある。このほかにも課題を分析
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し、考察を加え、何らかの成果を導き出すためには、文献調査、データ分析など時間を要する作業が
ある。こうした作業は業務時間外の作業を伴うため、厳密に勤務時間を管理することが難しい現状が
ある。 
以上のことから、コミュニティモデルにおける学生の活動を推進する大学組織は、学生の活動内容
に対して柔軟な対応を示し、学生と共に問題を焦点化し、業務内容を生成していく過程を支援するこ
と、学生が自らの関心を持って活動できるようなアクションリサーチのスタイルを重視し、学生にと
っての学びを重視した活動を支援する必要がある。  
 
＜表 2 市場モデル、コミュニティモデルにおける学生の関わり＞ 
 市場モデル コミュニティモデル 
活動内容 所属組織の教職員や学部教員により伝
えられた明確な業務課題に応える 
所属組織の教職員や学部教員からによる大
きなテーマ、問題設定の中から、自らの問
題意識や関心に基づいた、活動を提案、も
しくは共に検討 
取り組み姿勢 所属組織の教職員による管理、制御 
勤務時間における活動 
自主性に基づく責任感、使命感 
勤務時間外も自主性に基づき活動 
問題の所在、
解決策の検討 
問題の所在が明確 
解決方法が明確 
所属組織の教職員や教員と共に問題の所在
を焦点化 
所属組織の教職員や教員と共に解決策を検
討 
教員との関係
性 
所属組織の教職員や学部教員から依頼
された課題をこなすアシスタント 
所属組織の教職員や学部教員と共同して、
問題を共に解決していくコミュニティのメ
ンバー 
 
６. まとめと今後の課題 
本事例では、大学院生を AS として活用し、教員と共同する形で授業改善をすすめてきた活動を取
り上げ、分析考察を加えた。その結果をもとに、学生と共同した教育改善の取り組みにおける手立て
について検討した。AS はインタビュー調査を通じて、個々の教員と共に課題を抽出したり、焦点化
させたりして、個別の問題の解決、ならびに汎用的な課題には全学的に解決方法を展開したり、シス
テムの見直しを提案したりし、授業改善の事例を広めるよう取り組んできた。このように AS はミク
ロレベルにおける個々の課題を収集し、その意見をもとにマクロレベルにおいて現行の教育環境やシ
ステムを見直す手立てに貢献ができていたといえる。 
ミクロレベルにおける取り組みを収集し、マクロレベルにおいて検討するにはインタビュー調査や
アンケート調査など地道な努力が必要となり、時間もかかるが、本事例では AS がコミュニティモデ
ルに沿った形で、大学と共同して活動できたからこそ、効果を上げることができたといえる。しかし、
コミュニティモデルにより引き上げた声を全学的に制度化するには教員との連携が必要になる。今後
は、学生と教職員が共同した授業改善の取り組みをより推進していくことで、FD の原点でもある教
育の質の維持・向上をさせていくことが重要となるだろう。そうすることで、FD の土台となる教員・
職員・学生のチームワークを培っていくことができると考える。 
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しかしながら、本稿では、AS の創設期の取り組み事例を分析したため、専任教員と AS の共同によ
る活動については十分に述べられておらず、今後の課題となる。 
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